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令和７年度 座間市学校再編計画策定等業務委託に係るプロポーザル実施要領 

 

１ 趣旨 

この実施要領は、令和７年度 座間市学校再編計画策定等業務を委託するに当たり、受託候

補者を公募型プロポーザル方式により特定するために必要な事項を定めるものとする。 

 

２ 業務の概要 

⑴ 件  名   令和７年度 座間市学校再編計画策定等業務委託 

⑵ 目  的   本業務では「ざま魅力ある学校づくり方針～今後の学校施設の在り方及び

望ましい規模・配置について～（令和６年３月策定）」に基づき、これから

の本市の子どもたちにとってより良い教育環境を整えることを目的に、市全

域を対象とした座間市学校再編計画（以下、再編計画という。）を策定す

る。 

         併せて、「座間市小中学校施設長寿命化計画（平成３０年３月策定）」に

ついて、再編計画と整合させた改定を行う。 

⑵ 契約期間   契約締結日から令和９年３月３１日まで 

⑶ 業務内容   別紙「仕様書」のとおり 

 

３ 予算限度額 

４０，０３４，０００円（消費税及び地方消費税含む。） 

（年度毎限度額） 

令和７年度 ２０，０１７，０００円（消費税及び地方消費税含む。） 

令和８年度 ２０，０１７，０００円（消費税及び地方消費税含む。） 

 

４ 参加資格要件 

次に掲げる要件を全て満たしている者とする。 

⑴ 令和５・６年度座間市入札参加者名簿に営業種目「都市計画及び地方計画」で登録されて

いる者であること。 

⑵ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であ

ること。 

⑶ 法人税（個人事業者にあっては所得税）、消費税、地方消費税、事業税及び都道府県民税

並びに市町村民税、固定資産税及び都市計画税を滞納していない者であること。 

⑷ 座間市競争入札参加停止及び指名停止等措置要綱（平成２４年４月１日施行）に基づく停

止措置を受けていない者であること。 

⑸ 座間市暴力団排除条例（平成２３年座間市条例第２４号）第２条第２号に規定する暴力



2 

 

団、同条第４号に規定する暴力団員等若しくは同条第５号に規定する暴力団経営支配法人等

又は同条例第７条に規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者でないこと。 

⑹ 神奈川県暴力団排除条例（平成２２年神奈川県条例第７５号）第２３条第１項又は第２項

の規定に違反していない者であること。 

⑺ 経営状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であり、適正な契約の履行が

確保される者であること。 

 ⑻ 国又は地方公共団体が発注する学校再編計画の同種業務又は類似業務を、平成２７年度以

降に受注し、かつ履行した実績があること。なお、同種業務又は類似業務は次のとおりとす

る。 

   学校再編計画、公共施設の再編（再配置）計画、公共施設総合管理計画の策定又は策定支

援業務、不特定多数の地域住民との合意が必要であり（複数回の）説明会を実施した計画策

定のコンサル業務等 

⑼ 本業務の業務責任者として、前号に掲げる同種業務又は類似業務に従事した実績を有し、

本業務に必要な技術力、マネジメント能力及びコミュニケーション能力を有する者を選任で

きること。 

 ⑽ 前号に定める業務責任者及び本業務に従事する主担当者の双方が、第１０項に定めるプレ

ゼンテーションを実施できること。また、本業務を履行する場合には、本業務の完了まで従

事できること。 

 

５ スケジュール 

募集告知開始 令和７年２月 ３日（月）から 

参加表明手続締切 令和７年２月１２日（水）午後４時まで 

プロポーザル方式参加資格確認結果

通知書の発送 

令和７年２月２０日（木）までに発送 

質問の受付・回答 

受付 令和７年２月 ３日（月）から 

令和７年２月１４日（金）午後４時まで 

回答 令和７年２月２１日（金）まで 

提案書等の提出 
令和７年２月２５日（火）から 

令和７年３月 ５日（水）午後４時まで 

プレゼンテーション 令和７年３月１７日（月） 

評価結果通知の発送 令和７年３月２４日（月）（予定） 

契約事務手続 令和７年４月上旬 （予定） 
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６ 説明会 

  本プロポーザルに関して説明会は実施しない。 

 

７ 参加表明手続 

⑴ 提出書類 

種  類 留意事項 

① 参加表明書（様式①）  

② 誓約書（様式②）  

③ 事業者概要（様式③）  

④ 業務実績調書（様式④） ・「４ 参加資格要件 ⑻」に定める実績を記載するこ

と。 

・業務概要欄に業務の詳細を記載すること。なお、上記要

件を満たすことが実績件名から判然としない場合は、当該

実績の詳細が判る資料（仕様書等）を添付すること。 

・記載した実績の契約書の写しを添付すること。 

⑤ 配置予定従事者調書 

（様式⑤） 

 

・本業務に従事予定の業務責任者及び主担当者の業務実

績、資格等を記載すること。 

・当該従事者は、本業務完了まで従事できること。 

 

⑵ 提出部数 

  各書類とも、正本１部とする。 

⑶ 提出期限 

 令和７年２月１２日（水）午後４時まで 

⑷ 提出先及び提出方法 

「１６ 担当部署」へ持参又は郵送（締切日必着）すること。 

なお、持参する場合は、担当部署に提出日時を事前に連絡すること。提出の受付は、平日

午前１０時から正午まで及び午後１時から４時までとする。 

⑸ 参加資格要件の確認結果 

   令和７年２月２０日（木）までに、プロポーザル方式参加資格確認結果通知書を郵送又は

電子メールで送付する。 

 

８ 提案書に関する質問と回答 

提案書の作成にあたっての質問は、参加表明書を提出した者が行うことができる。質問は、

「１６ 担当部署」に質問書（様式⑥）を電子メールで送付すること。 

   なお、質問受付期間は、令和７年２月３日（月）から令和７年２月１４日（金）午後４時
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までとする。 

回答は、令和７年２月２１日（金）までに本市ホームページに掲載する。 

 

９ 提案書の受付 

参加資格要件の確認の結果、参加資格を有すると認められた者から、次のとおり提案書を受

け付ける。 

⑴ 提出書類 

  使用言語は日本語、通貨は日本国通貨、単位は測量法に定めるものとし、全てを横書きと

すること。なお、フォントは原則としてMS明朝体１１ポイントで統一すること。 

種  類 留意事項 

① 提案書 

（任意様式） 

・原則としてＡ４判とすること。Ａ４判以外の様式を使用する場合は、

Ａ４判サイズに折り込むこと。 

・提案書には次の内容を記載した表紙をつけること。 

ア 提案書名称 

イ 提出年月日 

ウ 提案要請番号（記載場所は、表紙上部右端） 

※提案要請番号は、参加資格確認結果通知時に通知する。 

・提案書本文の各ページ下部中央には、通し番号を記載すること。 

・提案書は、表紙を除いて２０ページ以内とすること。 

・仕様書に基づき、本業務の実施方針及び提案内容等を記載すること。 

・提案は１件とし、提出後の追加及び変更はしないこと。 

② 業務工程表 

（任意様式） 

・原則としてＡ３判とし、Ａ４判サイズに折り込むこと。 

・片面１枚に記載すること。 

③ 参考見積書 

（任意様式） 

・Ａ４判とすること。 

・見積総額及び各年度（令和７年度及び令和８年度）の金額を記載す

ること。なお、第３項に定めた予算限度額及び毎年度限度額に留意す

ること。 

・見積額は、消費税及び地方消費税を含む金額及び含まない金額をそ

れぞれ記載し、その旨を明記すること。 

・見積書の有効期限は、契約事務手続予定日（４月上旬）までとする

こと。 

・見積積算内訳書を添付すること。 

 

⑵ 提出部数 

 各書類とも、正本１部、副本９部とする。 
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なお、提案者名等は正本のみに記載するものとし、副本には提案者名、代表者名、所在

地、ロゴマーク等、提案者を特定できる表示を記載しないこと。 

⑶ 提出期間 

令和７年２月２５日（火）から令和７年３月５日（水）午後４時まで（厳守） 

⑷ 提出先及び提出方法 

「１６ 担当部署」へ持参又は郵送（締切日必着）すること。 

なお、持参する場合は、担当部署に提出日時を事前に連絡すること。提出の受付は、平日

午前１０時から正午まで及び午後１時から４時までとする。 

 

10 プレゼンテーション 

  提案書等の提出書類に基づき、次のとおりプレゼンテーションを実施する。 

⑴ 日 時   令和７年３月１７日（月）（予定） 時間は別途通知する。 

⑵ 場 所   座間市役所３階 ３－１会議室         

⑶ 人 数   ５名以内 

プレゼンテーションは、業務責任者及び主担当者が行うこと。 

⑷ 時 間   ４５分程度（説明２５分以内、質疑２０分程度） 

⑸ 方 法   提案者の方法で行う。プロジェクターの使用可。 

⑹ 設 備   パソコン等の機器は提案者が用意すること。なお、会場にスクリーンは準備

する。 

⑺ その他  ① 提案者が５者以上となった場合は、選定委員会において、提出された提案

書等により事前評価を行い、上位４者がプレゼンテーションを実施するもの

とする。この場合において、プレゼンテーションを実施しない者は、参加資

格を喪失したものとみなす。 

        ② 追加資料等の配布は行わないこと。 

        ③ スクリーンに映す資料等に、提案者を特定できる表示を記載しないこと。 

 

11 評価及び結果通知 

⑴ 評価者 

   提案の評価を厳正かつ公平に行うため、座間市学校再編計画策定等業務委託事業者選定委

員会（以下、「選定委員会」という。）を設置し、評価を行う。 

⑵ 評価方法 

次に定める評価基準に基づき、提案内容等（プレゼンテーションにおける説明等を含む）

を評価し、採点する。評価の結果、最も評価点数が高い者を最優先交渉権者とする。また、

２番目に評価が高い者を次点交渉権者とする。 

なお、最高得点者が２者以上となった場合は、提示された見積額がより廉価な提案者を 
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最優先交渉権者とする。 

⑶ 評価基準 

別紙のとおり。 

⑷ 結果通知 

提案者に対して、令和７年３月２４日（月）（予定）にプロポーザル方式提案書等評価結

果通知書により通知する。 

⑸ 結果の公表 

評価結果は、本市ホームページで公表する。 

 

12 契約事務手続 

  最優先交渉権者は、本市との契約の締結に向け仕様等の協議を行い、合意に至った場合、本

業務に係る契約を締結し、本業務を実施するものとする。 

 

13 提案資格の喪失等 

次のいずれかに該当するときは、当該業務に係る提案をすることができない。また、既に提

出された提案書は無効とする。 

⑴ 「４ 参加資格要件」に定める要件を満たさなくなったとき。 

⑵ 市に提出した書類に虚偽の記載をしたことが判明したとき。 

⑶ 市に提出した参考見積書の記載金額が「３ 予算限度額」に定める金額を超えたとき。 

⑷ 本プロポーザルの公平性に影響を与える行為があったとき。 

⑸ 「１０⑺ その他」の場合において、プレゼンテーションを実施しない者に該当したと

き。 

 

14 辞退 

  参加表明手続後に辞退する場合は、令和７年３月５日（木）午後４時までに、辞退届（任意

様式）を提出すること。 

 

15 その他 

⑴ 本プロポーザルに係る費用は参加者の負担とする。 

⑵ 提案書は１者１提案までとし、提案書を受け付けた後の追加及び修正は認めない。 

⑶ 市に提出された書類は返却しない。 

⑷ 参加者が提出書類作成のために本市から受領した資料は、本市の許可なく公表、使用する

ことは出来ない。 

⑸ 市は、提出された書類について、座間市情報公開条例(平成１６年座間市条例第１7号）

の規定による請求に基づき、第三者に開示することがある。 
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⑹ 市は、提出された書類について、提出した者に無断で本プロポーザルの目的以外に使用し

ない。 

⑺ 参加資格要件の確認の結果、参加資格を有すると認められる者が２者に満たない場合は、

本プロポーザルを中止する。中止する場合は、令和７年２月１７日（月）までに参加者に通

知する。 

⑻ 本実施要領に定めることの他、本プロポーザルの実施に当たり必要な事項が生じた場合に

は、参加者表明者に通知する。 

 

16 担当部署 

座間市教育委員会 教育部教育総務課学校施設係 

  担当 清水・前田 

〒 252-8566 神奈川県座間市緑ケ丘一丁目１番１号 

電 話  046-252-8375（直通） 

ＦＡＸ  046-252-4311 

E-mail  kyouiku＠city.zama.kanagawa.jp 

 


